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要約 
近年、AI やビッグデータなどの技術革新により、経済社会は世界的規模で大きく変化し

ている。今後の日本が、そのような技術革新を駆使し、様々な変化に対応していくために

は、AI やデータサイエンスに対応しうる人材の育成が急務である。そのために、これらの

能力の基盤となる「数学」教育を充実させていく動きが、政府や経済団体の報告書等にお

いて見られるようになった。 

しかしながら、このような現状に対して日本における数学力の実情は、十分であるとは

言えない。確かに、義務教育期間の学力調査である「TIMSS」「PISA」の調査によると、

小学校、中学校、そして高等学校初期の日本の学生の数学力は国際的に見て高い水準にあ

る。しかし、その後の高等学校後期や大学における数学力については、国際的な大規模な

調査はなされていないものの高いとは言えず、義務教育終了以降の数学力は保証されてい

ない。一方、社会の変化に伴って数学教育を拡充させる必要性が増していることは確実で

あるため、このような数学力の低下は重く受け止めなければならない課題である。 

そこで、本稿では義務教育終了後の数学力の低下を招いている要因が「大学入試におい

て数学を利用しない生徒が多く存在すること」であると予想した。そして、大学入試制度

における数学科目の在り方を再考することで、すさまじい速度で変化し続ける社会におい

て重要となる学生の数学力を底上げし、一人ひとりがより活躍できる機会を提供するため

の政策を提言することを目指す。同時に、高校や大学で数学を十分に学ぶことがなかった

社会人が数多いことに鑑み、社会人に対するリスキリング教育についても提言する。 

本稿の先行研究として、文系学部出身者における数学受験の有無が学業や労働所得に影

響を与えていることを示した浦坂ら（2002）や、大学生の学力低下を調査し、原因の一つ

に大学の少数科目入試を挙げた岡部（2000）を取り上げた。先行研究の限界を踏まえ、本

稿の位置付けは、①独自のアンケートを実施し、最新のデータを用いながら、大学受験で

の数学の利用が、社会人になった時の数学力や、所得や昇進といったキャリア形成に与え

る影響を分析すること、②大学入試における数学の在り方が学部の競争率に与える影響に

ついて分析すること、の 2点とする。 

分析においては、アンケート調査分析と、大学入試における数学の有無が学部入試の倍

率に与える影響の分析という 2つを行う。 

1 つ目のアンケート調査分析では、仮説Ⅰ「若い世代の方が、より『今の時代において

数学が必要である』と感じている。」仮説Ⅱ「大学受験において数学を利用したかどうか

によって、将来の業務における必要性を鑑みた時の現在の数学力の自己評価に差が生じ

る。」仮説Ⅲ「大学受験において数学を利用したかどうかによって、現在の所得や昇進の

度合いに差が生じる。」の 3 つを検証した。結果として、大学受験において数学を利用す

ることは、学卒後も数学力を維持し、所得や昇進の度合いに良い影響を与えることが明ら

かになった。しかしながら、仮説Ⅰは立証できず、むしろ若い世代は数学の必要性を感じ

ておらず、年齢が上がるにつれてその必要性を感じるようになることが判明した。 

2つ目の競争率の分析では、3つの大学の受験における数学の形態による倍率の違いを分

析した。その結果、文系学部の大学入試において数学が受験科目に含まれると、学生はそ

の学部の受験を避ける傾向にあることが明らかになった。 

政策提言では、将来の数学力やキャリア形成に良い影響を与える「受験における数学の

利用」を、受験者数の減少を避けたい大学の考えを踏まえて実現するための政策提言Ⅰ
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「大学受験における数学資格の取得」と、高校や大学で数学を十分に学ぶことがなかった

社会人の数学学び直しニーズに対応するための政策提言Ⅱ「資格との連携による数学学び

直しポータルサイトの活発化」の 2 つを立案した。政策提言Ⅰについては、推薦入試や付

属校からの入学など、入試方式を問わず全ての生徒がこの資格を取得し、その後大学の受

験が可能となる制度とすることで、全ての大学進学者の数学力を底上げすることを期待し

た。政策提言Ⅱは、社会人に対し、資格というインセンティブを生み出すものと結び付け

ることで、「マナパス」、「マナビ DX」という学び直しポータルサイトの利用を活発化さ

せることを期待した。 

以上の提言により、今後社会に輩出される学生と、現在既に働いている社会人の両方に

とって、変化し続ける社会において重要となる数学力を底上げし、結果として一人ひとり

がより活躍できる機会を生み出すことを目指す。 
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第 1 章 現状分析 
本章では現状分析として、第 1 節では、世界的に変化している社会において、近年多く

の人材に求められている「数学」の重要性を述べる。その後第 2 節では、今後社会に輩出

されていく日本の学生の数学力の実情について確認する。最後に第 3 節では、義務教育終

了以降の学生や現在の社会人の数学力が危うい状況にあることに対して、本稿の問題意識

を設定する。 

第 1 節 変化する社会における数学教育 
本節では、様々な技術革新によって社会が変化しており、今後もそのような変化は加速

していくということを述べた上で、そのような社会で求められる人材について述べる。そ

の際、政府や経団連の打ち出している指針や数学の必要性を説いた論文を紹介し、数学教

育への注目の高まりを明らかにする。 

 

第 1 項 技術革新によって変化する社会 
近年、AI やビッグデータなどの技術革新により、経済社会は世界的規模で大きく変化し

ており、企業の経済活動や個人の生活に様々な影響を与えていくと予想されている。 

そのような新たな技術による革命は「第４次産業革命」と呼ばれる。これは、ビッグデ

ータや IoT、AI、ロボットなどの革新的な技術を基に、新たなサービスが構築されるとい

うものだ。既存資源の効率的な活用や労働の代替、個々にカスタマイズされた生産・サー

ビスの提供が行われる中で、企業は財やサービスの生産・提供の効率化が可能になり、個

人もそのニーズにあった財やサービスを必要な時に必要なだけ享受できるという恩恵を得

られる。このような変化の中では、新たなサービスへの需要の高まりによる雇用の拡大や

イノベーションの促進などを通して、社会において大きなインパクトを創出することが期

待されている。 

また、最終的に目指すべき未来社会の姿としては、「Society5.0」2が提唱されている。

この Society5.0 においては、IoT によって全ての人とモノがつながり、知識や情報が共

有・連携されることで、新たな価値が生み出されるとされている。また、ロボットや自動

走行車などの技術によって、少子高齢化や地方の過疎化などの課題の克服も見込まれる。

このように、新たな技術を産業や社会生活に取り入れることで、格差のない、多様なニー

ズに対応した社会が実現されると予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
2 「サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的

課題の解決を両立する、人間中心の社会」内閣府「Society5.0」参照 
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第 2 項 政府や経済団体の指針 
上述したように、新たな技術によって社会の姿が大きく変化することが期待される中で

は、AI やデータサイエンスに対応しうる人材の育成が急務である。そのために、これらの

能力の基盤となる「数学」の教育をより一層充実させていく動きが、政府や経済団体にお

いて見られるようになった。これらの動きについてまとめたものが表 1である。 

文部科学省は 2018 年 6 月に「Society5.0 に向けた人材育成に係る大臣懇談会」を開催

した。その議論がまとめられた文部科学省(2018b)の中では「機械を理解し使いこなすた

めのリテラシーや、その基盤となるサイエンスや数学、分析的・クリティカルに思考する

力、全体をシステムとしてデザインする力」(p.7)の必要性が述べられている。また、高

等学校における文理分断からの脱却や STEAM 教育3の必要性についても言及され、すべての

子どもが数学を学び続けることを求めている。 

日本経済団体連合会(2018)においても、Society5.0 の実現を目指す中で、文系や理系の

枠を超えて様々な基礎的リテラシーを身につけることが求められており、数学・統計の知

識が必要不可欠だとしている。また、大学の教育改革についても、文系・理系の枠を越え

た基礎的リテラシー教育を求めると述べられている。 

さらに、文部科学省・経済産業省は 2019 年 3 月に「理数系人材の産業界での活躍に向

けた意見交換会」を行った。そして、その報告書である経済産業省(2019)では、現在起き

ているデジタル革命である第四次産業革命を主導し、その限界すら超えて先へ進むために

は、「第一に数学、第二に数学、そして第三に数学である!」(p.2)ということが述べられ

ている。 

2019 年 6 月に首相官邸で行われた、統合イノベーション戦略推進会議の提言である「AI

戦略 2019〜人・産業・地域・政府全てに AI〜」においては、すべての高等学校卒業生が、

データサイエンスや AIの基礎となる理数素養を習得することを求めている。また、文理を

問わず、すべての大学・高専生が初級レベルの数理・データサイエンス・AI を習得するこ

とも求めている。さらに、2020 年 7 月に行われた進捗状況の検証においても、高等学校・

高等専門学校等における数学等の理数系教育を充実させることを提唱し、数学充実の姿勢

をさらに加速させることが確認された。 

また、文部科学省中央教育審議会は 2021年 1 月に「『令和の日本型学校教育』の構築を

目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現

～」を答申した。ここでも STEAM 教育等の推進や、文理の枠を超えて教科横断的な視点に

立った学校教育の構築の必要性について述べている。さらには、2022 年を目途に、小学校

高学年から外国語・理科・算数などの科目に教科担任制を導入し、系統的な指導による中

学校への円滑な接続を目指すとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
3 Science（科学）, Technology（技術）, Engineering（工学・ものづくり）, Art（芸術・リベラルアーツ）, 

Mathematics（数学）の５つの単語の頭文字を組み合わせた教育概念 
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表 1 政府や経済団体による数学教育を重視した報告書等のまとめ 

年月 提言主体 会議・報告書等名称 数学教育の充実に関する記述 

2018.06 文部科学省 Society5.0 に向け

た人材育成に係る大

臣懇談会 

・数学、クリティカルに思考する

力が必要 

・文理分断からの脱却 

・STEAM 教育の拡充 

2018.12 日本経済団体連

合会 

「今後の採用と大学

教育に関する提案」 

・数学・統計学の知識が必要 

・文理の枠を超えた基礎的リテラ

シー教育の必要性 

2019.03 文部科学省 

経済産業省 

理数系人材の産業界

での活躍に向けた意

見交換会 

・第 4 次産業革命を主導するのは

「第一に数学、第二に数学、そし

て第三に数学である!」 

2019.06 

〜2020.07 

首相官邸 統合イノベーション

戦略推進会議 

・すべての高等学校卒業生が理数

素養を習得 

・すべての大学・高専生が初級レ

ベルの数理・データサイエンス・

AI を習得 

2021.1 文部科学省 

中央教育審議会 

「令和の日本型学校

教育」の構築を目指

して」 

・STEAM 教育の推進 

・文理の枠を超えた教科横断的な

学び 

出所：日本数学検定協会（2021）「急速に進む『数学』需要―数理イノベーション時代の

到来」より筆者作成 

 

 このような様々な方針に対し、実際に政府が行った算数・数学に関する政策の一つが、

現行の学習指導要領における改善だ。小学校算数科や中学校数学科では、指導内容を充実

させたり、授業時間数を増加させたりという対策をとっている。また、高等学校数学科で

は、「数学基礎」の趣旨を活かした「数学活用」を新設したり、「数学Ⅲ」を５単位に増

加させて「数学Ⅱ」との関連を重視した内容に再構成したりという改善策を講じた。 

さらに大学では、「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム（リテラシーレベル・

応用基礎レベル）」4を導入した。令和 3・4 年において、リテラシーレベルでは 217 件、

応用基礎レベルでは 68件の大学・短期大学・高等専門学校が認定され、数理・データサイ

エンス教育の強化が進められた。 

 

 

 

 

 

 
4「数理・データサイエンス・AI に関する知識及び技術について体系的な教育を行う大学等の正規の課程（教育プログ

ラム）を文部科学大臣が認定及び選定して奨励するもの」文部科学省（2021）より引用 
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第 3 項 数学教育の重要性 
 ここまで、数学の必要性が増している現状を、政府や経済団体の方針から確認してきた

が、ここで数学教育の拡充の必要性を述べている学識者の見解についてもいくつか触れて

おきたい。 

鈴木（2010）は、数学力が不足していることが現在の様々な問題を引き起こすと述べて

いる。ここでは、数学が「すべての物事や考え方に関してそれを体系的に捉える『論理

学』」という、社会生活を送る人間にとって、なくてはならない最も重要な学問であると

述べられている。その上で、数学力が無いために生じる問題として、段階を追って順次考

える力が弱いことや、厳密な思考ができないことなどを、他の論文をサーベイしながら述

べている。 

また、西村（2014）は、数学学習は複雑な社会的文脈の中で意思決定を行う上で重要な

意味をもつと論じている。ここでは、日本学術会議数理科学委員会数理科学分野の参照基

準検討分科会による参照基準を基に、現代社会では数理科学の重要性が高まっており、一

部の専門家だけでなく、全ての人々が数学を用いて議論・判断することが必要だと述べら

れている。そして、学校数学によって「数理科学的意思決定」5を育成することが、変化す

る社会の中で一人ひとりが知的に自律し、他者と協働できる能力の中核をなすとして、数

学は高い教育的意義をもつと論じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
5「意思決定を要する現実世界の問題を数学的に定式化し，数学的処理を施し，数学的結果を得る過程を辿り，複数の

選択肢を創出した上で，その中から，根拠を明確にしながら合意形成を図り，何らかの決定を行うこと」西村（2014）

より引用 
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第 2 節 日本における数学力の実情 
ここまで、社会の変化に伴って数学教育の必要性が高まっていることを確認してきた。

本節では、義務教育・高等学校教育の過程についてあらかじめ確認した上で、日本の学生

の数学力の実情を、義務教育期間と義務教育終了後に分けて述べていく。 

 

第 1 項 日本の数学教育過程について 
 まず、小学校、中学校、高等学校という一連の数学教育課程について確認する。 

義務教育である初等教育においては、数学の前身である小学校算数科の教育が行われ

る。この期間では、文部科学省（2017a）によると、数学的に考える資質・能力の育成を

目指し、実社会との関わりをもたせることや、算数・数学を統合的・発展的に構成するこ

とが意識されている。この「数学的に考える」とは「事象を数量や図形及びそれらの関係

などに着目して捉え，論理的，統合的・発展的に考えること」（p.7）とされている。ま

た、この過程は基礎的・基本的な知識や技能を身に付けたり、思考力・判断力・表現力を

高めたり、算数を学ぶことの楽しさや意義を実感したりするために重要な役割を果たすと

考えられている。 

同じく義務教育である中学校数学科では、文部科学省（2017b）によると、小学校算数

科に引き続き、数学的に考える資質・能力を育成することが重視される。さらに 2017年の

改訂では、現実世界と数学の世界における問題発見・解決をすることや、社会生活におい

て必要なデータを収集して分析し、その傾向を踏まえて課題解決や意思決定をすることが

求められている。その後の高等学校数学科では、文部科学省（2018a）によると、中学校

数学科までの目標に加え、「事象の本質や他の事象との関係を認識し統合的・発展的に考

察すること」が目標とされている。 

続いて、以上のような役割や目標をもつ数学教育の履修者について確認する。義務教育

である小学校算数科と中学校数学科は 9 年かけて全ての生徒が履修するものの、高等学校

数学科は異なる。数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ⅲ、数学 A、数学 B、数学 Cで編成される高等学校

数学科は、数学Ⅰのみが必修科目であり、中にはこの数学Ⅰだけで高等学校数学の履修を

終える生徒も存在する。また、文部科学省（2017c）によると、高等学校は普通科が約７

割（約 80 万人）、専門学科が約 3 割（約 30 万人）であり、後藤（2013）によると、普通

科においては約 7割（約 50万人）が文系となっている。そのため、高等学校の生徒は数学

を十分に身に付けていない者も多いと予測される。 
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第 2 項 義務教育終了までの数学力 
日本の数学教育は上述したような過程で構成されている。それでは、この過程の中で、

実際の数学力がどのような状態にあるのか、まずは義務教育期間について確認する。数学

力を評価したデータとしては、以下の 2 つの指標を用いる。1 つ目は、初等中等教育を対

象とした調査である「国際数学・理科教育動向調査（TIMSS）」6（以下、「TIMSS」という）

における算数・数学で、２つ目は義務教育終了段階の調査である「生徒の学習到達度調査

（PISA）」7（以下、「PISA」という）の数学リテラシー8である。 

まず、図 1 から分かるように、小学 4 年生と中学 2 年生を対象に行われた TIMSS の「算

数・数学」の全参加国/地域内順位は、経年的に見て非常に高い水準を維持している。全

ての調査年において約 40〜50 カ国/地域中 5 位以内にあり、平均得点も高い水準を保って

いた。 

 
出所： 文部科学省国立教育政策研究所（2020）「国際数学・理科教育動向調査

(TIMSS2019)のポイント」より筆者作成 

図 1  TIMSS「算数・数学」の全参加国/地域内順位の推移9 

 

 
6 国際教育到達度評価会（IEA）が、児童生徒の算数・数学、理科の教育到達度を国際的に測定するために 1995 年から

4年ごとに実施している学力調査。 
7 OECD（経済協力開発機構）が、義務教育終了段階の15歳児を対象に、読解力・数学的リテラシー・科学的リテラシー

の３分野で 2000 年から 3年ごとに実施している学力調査。 
8「様々な文脈の中で数学的に定式化し、数学を活用し、解釈する個人の能力。それには、数学的に推論することや、

数学的な概念・手順・事実・ツールを使って事象を記述し、説明し、予測することを含む。この能力は、個人が現実世

界において数学が果たす役割を認識したり、十分な根拠に基づいて建設的で積極的、思慮深く判断・意思決定したりす

る助けとなるもの。」文部科学省（2019）より引用 
9 第 2 回調査 1999 年は、小学 4 年生では行われなかった。また、参加国数は毎年異なっており、「小学校４年生」は

1995 年から順に、26・25・36・50・49・39（1999年を除く）で、「中学校２年生」は 1995 年から順に、41・45・45・

48・50・49・39となっている。 
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また、義務教育終了段階の 15歳（高校 1年生）を対象に行うPISA「数学リテラシー」の

結果は、図 2 を見て分かるように、平均得点で見たとき、例年の OECD諸国のおおよその平

均である 500 点を全ての年で大きく上回っている。順位で見た時も毎回トップレベル群に

属しており、日本の義務教育終了段階の数学力は国際的に見て非常に高いレベルを保って

いることが分かる。 

 
出所：文部科学省（2019）「OECD 生徒の学習到達度調査 2018 年調査(PISA2018)のポイン

ト」より筆者作成 

図 2  PISA「数学リテラシー」の平均得点と OECD諸国内順位の推移 
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ただし、以上のように成績は非常に高く評価できるものの、数学への興味や意欲は国際

的に見て最低レベルにあるということも確認しておきたい。以下の図 3 は、TIMSS の質問

紙調査において、「算数・数学の勉強は楽しい」という質問に「強くそう思う」「そう思

う」と回答した割合だ。小学校 4 年生、中学校 2 年生ともに、国際平均と比較した時、日

本の調査結果は一貫して低くなっている。同様に、「数学を勉強すると、日常生活に役立

つ」「数学を使うことが含まれる職業に就きたい」という質問に対して「強くそう思う」

「そう思う」と回答した割合も国際平均と比較して低くなっていたため、日本の小中学生

の数学への興味・意欲の低さは明らかである。 

 

 
出所：文部科学省国立教育政策研究所（2020）「国際数学・理科教育動向調査

（TIMSS2019）のポイント」より筆者作成 

図 3  TIMSS質問紙調査「算数・数学の勉強は楽しい」の国際平均との比較の推移 
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また、高校 1 年生が対象であるPISA の質問紙の結果においても、数学への興味・関心・

楽しさは OECD平均を下回り、国際的に見て最低レベルにある。加えて、図 4を見て分かる

ように「将来就きたい仕事に役立ちそうだから、数学は頑張る価値がある」「将来の仕事

の可能性を広げてくれるから、数学は学びがいがある」「これから数学でたくさんのこと

を学んで、仕事に就く時に役立てたい」というような数学における道具的動機付けの質問

項目でも、日本の生徒の平均は OECD平均をかなり下回っている。 

 

 
出所：文部科学省国立教育政策研究所（2013）「OECD生徒の学習到達度調査〜2012 年調査

分析資料集〜」（p.39）より筆者作成 

図 4  PISA質問紙調査「数学における道具的動機付け」の OECD平均との比較10 

 

以上のことから、義務教育終了段階までの日本の生徒の数学の得点や数学的リテラシー

は高いものの、数学への興味や意欲、将来の仕事とのつながりの意識は低いことが分かっ

た。 

 

 

 

 

 
10 3 年ごとに行われる PISA 調査では、「数学リテラシー」「読解力」「科学的リテラシー」の３分野を順に重点調査

しており、「数学的リタラシー」における詳細な質問紙調査は 2012 年が最新ものである。 
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第 3 項 高等教育時点の数学力 
 ここまで、義務教育終了段階までの生徒の数学力について確認し、国際的に見て高いレ

ベルを保持していることが明らかになった。それでは、その後の高等学校や大学における

数学力はどのような状況にあるのだろうか。残念ながら、高校生の数学力について調査を

行ったものは存在しない。その後の大学における数学力については、一般社団法人日本数

学会教育委員会が行った調査と、大学生の数学力の低下を危惧した代表的な図書である

『分数ができない大学生』（1999）を用いて述べていく。 

 まず、一般社団法人日本数学会教育委員会によって 2011年に、48の大学、約 6000人を

対象に行われた「大学生数学基本調査」では、「国立私立大学生の“4 人に 1 人”が、小

学 6 年で学んだ『平均』の意味を正しく理解していない」という衝撃的な結果が明らかに

なった。問題に関しては、「平均の定義とそれに関する初歩的な推論」や「命題と条件の

論理的な読み取りに関する問題」、「整数の性質に関する初歩的な論証」など、中学・高

校で数学を学ぶための基礎をなすものであったが、いずれも期待される正答率を下回って

おり、大学生の数学力の低さは明らかなものであった。 

続いて、『分数ができない大学生』（1999）の中で報告された、1998 年度に行われた日

本の大学生の数学の学力調査について確認する。この調査結果は、国公立理系大学生、国

公立文系大学生、私立文系大学生というように分類されているが、この全てにおいて学力

が不十分であるということが示唆されている。特に数学未受験者は、中学校数学科の二次

方程式やその基礎となる二次連立一次方程式、さらには小学校算数科の四則演算も、問題

のレベルを想定すると驚くほど低い正答率であったと述べられている。 

このように、国際的な大規模調査はなされていないものの、大学生の数学力は高いとは

言えず、義務教育終了以降の数学力は保証されていない。 
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第 3 節 問題意識 
  以上で述べたように、社会の変化に伴って数学教育を拡充させる必要性が増している

ことは確実だ。しかしながら、日本の数学教育は、義務教育終了時点までは高い結果を出

し続けているにも関わらず、その後数学力は低下してしまっている。 

 そこで本稿は、このような数学力の低下を招いている要因が「大学入試において数学を

受験しない生徒が多く存在すること」であると予想した。具体的には、高校生の約 7 割を

占める文系学生のうち、受験で数学を利用しない生徒に着目した。大学入試で数学を利用

しないということは、高等学校在籍中、受験に必要ないと分かると数学学習を止めてしま

うということだ。本章第 2 節第 2 項で見たように、多くの学生は数学への興味や意欲、仕

事とのつながりへの意識が低いため、大学入試という目的がなくなった途端に学習を放棄

してしまっていると考えられる。 

 そこで本稿は、大学入試制度における数学科目のあり方を再考することが、義務教育終

了以降の数学力を高める上で重要な意味をもつという問題意識を掲げる。そして、すさま

じい速度で変化し続ける社会において重要となる数学力を底上げし、一人ひとりがより活

躍できる機会を提供するための政策を提言することを目指す。さらに、高校大学で数学を

十分学ぶことがなかった社会人が数多いことに鑑み、社会人に対するリスキリング教育に

ついても提言する。 

 ここで、義務教育以降の継続的な数学学習を目指すとき、数学を楽しい学びに変えたり、

社会に出てからの必要性を感じさせたりするために、教育内容を再考するという手段も考

えられる。しかし筆者は、まずは「高等学校修了まで学習し続けなければならない」とい

うような状況を作り出した上で、生徒に数学力が社会において評価されるものなのだとい

う意識を芽生えさせ、その後具体的な教育内容について議論すべきであると考えた。その

ため、まずは大学入試という多くの生徒が数学学習を止めてしまう時点に着目し、入試制

度という観点から分析や政策の提言を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ISFJ2022 最終論文 
 

16 
 

第 2 章 先行研究及び本稿の位置づけ 

第 1 節 先行研究 
本節では、主要な先行研究として、以下、第 1 項では数学受験が学卒者に与える影響に

着目した論文、第 2 項では数学の入試制度に着目した論文をサーベイし、これを踏まえた

上で本稿の位置づけを示す。 

 

第 1 項 数学受験が学卒者に与える影響 
戸瀬ら（2000）は、日本の大学生の数学力は低く、とりわけ受験において数学を利用し

なかった生徒の数学力はより低くなっていると述べている。この論文では、大学の文系学

部を対象とした日本の大学生の数学学力調査の結果を踏まえて議論がなされている。調査

における問題は、小学校算数科と中学校数学科の内容を中心として作成されており、義務

教育とその後の継続的な学習により十分に正解することができるレベルである。1998 年度

の調査は、私立大学の文系学生を中心に行われ、1999 年度の調査は、国立大学文系学部を

含めて行われた。その結果、数学受験をしなかった生徒は、数学受験をした生徒と比較し

て、いずれの問題でも正答率が低いということが明らかになった。 

浦坂ら（2002）は、大学入試で数学を受験することが、学業成績や労働所得を高め、将

来的なキャリア形成に大きな影響を与えていることを、主要 3 私立大学文科系学部へのサ

ンプル調査から示している。また、大学生の数学力の低下の原因の一つとして捉えられる

「共通１次試験」の導入前と後で、数学受験の有無が所得パフォーマンスに与える影響を

比較している。その結果、どの時代でも数学受験者の年収は未受験者のそれを上回るもの

の、その格差は共通１次導入後拡大しており、共通 1 次試験の導入、つまり私立大学受験

者の数学学習の放棄が、その後の数学力や年収の低下に影響を与えたということを示して

いる。さらに、数学受験者、つまり高校時代に受験に向けて数学を学習した者は、「数的

処理能力・データ解析能力」「コンピュータに関する能力」という、情報化時代で重要視

される素養を身に付け、所得を得る上で役立っていると回答する確率が高いことも明らか

にした。 

西村ら（2013）では、Web 調査を実施し、文系学部出身者における数学学習水準の偏り

が、学卒直後の就職パフォーマンスと現在の就業パフォーマンスにどのような格差を生じ

させるのかについて調査した。その結果、受験に向けて数学を学習した者の方が新卒労働

市場では相対的に高い評価を得ていることが確認された。また、「役職者」「非役職者」

の比率を、数学受験状況別に分けた分析によって、数学を受験した者の方が労働市場での

評価が相対的に高くなっているということも指摘した。   

以上の３つの先行研究により、数学受験及びそのための高校在学中の数学学習は、大学

における学業成績や、学卒後のキャリアパフォーマンスに影響を与えるということが示さ

れている。 
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第２項  数学入試の必修化について 
 岡部（2000）は、河合塾のテストデータや大学入試センターのアンケートから大学生の

学力低下を調査し、その低下の原因が理数科目の授業時間数減少と学歴を偏重する社会の

風潮、大学の少数科目入試の３つにあると主張した。そのための対策として、センター試

験を資格試験にすることを提案の一つとしており、個別学力試験を残しつつも、センター

試験を易しくし、すべての科目を受験させるようにすることが必要だと述べている。 

第２節 本稿の位置付け 
本稿は、「数学力は必要性を増しており、多くの人がその数学力を一定のレベル以上獲

得する鍵は、大学に入学する際に数学を受験することにある」との問題意識の下、大学入

学時に数学を利用することの影響についての分析と、最適な入試方法についての考察を行

い、今後の大学入試における数学の在り方を提言することを目的とする。 

浦坂ら（2002）は、大学入試で数学を受験することが、学業成績や労働所得を高め、将

来のキャリア形成に大きく影響することを示唆しているが、論文が執筆されたのが 2002 年

であり、20 年以上前のデータが使用されている。また、西村（2013）で用いられたデータ

も、約 10年前のものである。これに対し本稿第3章では、2022年 9月に行った独自のアン

ケート調査という最新のデータを用いて、大学文系学部の受験における数学の利用が社会

人になってからの数学力や所得、昇進の度合いに与える影響の分析を行う。このとき、近

年数学を必要としない受験方式も見られるようになった国公立大学も含めて、数学受験の

有無の影響を分析していく。さらに、近年の経団連の数学を重視する見解に対する意見の

調査によって、社会人が数学の必要性をどれほど認識しているかということも分析する。 

 次に、数学学習と大学入試の関係性についてであるが、岡部（2000）は、学力低下の要

因が入試科目の少数化にあり、数学受験の必須化の必要性を示唆している。しかし、この

提案は仮説の域に留まっており、どのような方法で行うのか、またどのような入試方式が

最適であるのかは議論されていない。そこで本稿第 4 章では、3 つの大学の過去の入試科

目とその変化に伴う倍率の様子から、入試における数学の在り方について考察する。 

また、問題意識でも触れたとおり、今後社会に出ていく学生だけでなく、学卒者に対し

ても、数学力を身に着ける機会を提供していかなければならない。そこで、本稿では最終

的な政策として、そのような学卒者に対するリスキリング教育についても提言していく。 
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第３章 アンケート分析 
 第 3 章では、分析の 1 つ目として、上述したように独自のアンケート調査結果を分析す

る。ここでは、経団連の数学を重視する動きを社会人はどのように捉えているのかという

点と、大学受験における数学利用の有無が将来の数学力や所得・昇進の度合いに影響を与

えるのかという点の 2点について、データ分析を行う。 

第１節 検証仮説 
この分析では、以下の 3つの仮説検証を行う。 

 

仮説Ⅰ：若い世代の方が、より「今の時代において数学が必要である」と感じている。 

 第 1 章第 1項で述べたように、今後社会は第 4次産業革命に突入し、Society5.0に向け

て成長していく。そこで、このような変革の大きな担い手であり、より身近にその変化の

波を感じている若い世代の方が、数学の必要性をより感じているのではないかと考える。 

 

仮説Ⅱ：大学受験において数学を利用したかどうかによって、将来の業務における必要性

を鑑みた時の現在の数学力の自己評価に差が生じる。 

 大学入学時の数学利用の有無が、年月を経た将来の時点の数学力に良い影響を与えると

考えた。このとき、将来の業務における数学の必要性を勘案した回答を得ることで、あく

までも将来の業務上必要となる範囲の数学力に対して、現在の自身の数学力がどれほど十

分であるのかを調査した。 

 

仮説Ⅲ：大学受験において数学を利用したかどうかによって、現在の所得や昇進の度合い

に差が生じる。 

 浦坂ら（2002）、西村ら（2013）より、大学入試で数学を利用することが、将来の所得

や昇進といったキャリア形成に良い影響を与えることが分かった。そこで、これまで 2002

年、2013年に実施された調査で明らかになった以上のような関係性が、2022 年現在におい

ても成立するのか検証する。 

 

 

第２節 使用データの概要 
本章で用いるデータは、研究会代表者と本稿執筆者が共同で行った独自の Web アンケー

ト調査「勤労者のキャリア形成や上司との情報共有に関するアンケート調査」(2022年 9月

実施)の結果である。Web アンケート調査の実査は、NTT コムオンライン・マーケティン

グ・ソリューション株式会社に委託して行った。その結果、入手できたサンプルデータは 

1,053件である。回答者は、男性 431 件、女性 622件、20 代〜40 代が対象で、平均年齢

は 37.9 歳である。本研究で用いる調査項目は、以下の通りである。 
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・年代（8階層）11 

・最終学歴 

・役職（8階層）12 

・年収（20階層）13 

・現在の数学力の自己評価（5階層） 

・経団連の数学を重視する見解への意見（5階層） 

・大学入試の受験科目における「数学」の有無（5階層） 

 

ただし、この分析では、文系学部の大学受験において数学を利用した場合としなかった

場合の比較を行うため、「最終学歴」の質問において「大学・大学院（国公立文系）」

「大学・大学院（私立文系）」を選んだ回答のみを使用する。この場合のサンプルデータ

は 472件、男性 137件、女性 335件、平均年齢は 37.4 歳である。 

その場合の基本統計量は以下表 2 の通りである。 

 

表 2 サンプルデータ（「国公立文系」「私立文系」）の基本統計量 

変数名 平均 標準偏差 最大値 最小値 標本数 

年代 

（８階層） 

5.032 1.481 7 2 472 

役職 

（８階層） 

1.528 0.873 6 1 472 

年収 

（２０階層） 

5.102 2.588 16 1 472 

現在の数学力の自己評価 

（５階層） 

2.197 1.109 5 1 472 

経団連の数学を重視する見解への意見 

（５階層） 

2.297 1.097 5 1 472 

大学入学の際の受験科目における数学

の有無 

（４階層） 

1.811 0.719 4 1 472 

（筆者作成） 

 

 

 
11「1：19 歳以下」「2：20-24 歳」「3：25-29 歳」「7：45-49 歳」「8：50歳以上」 
12「1：一般社員」「2：係長・主任クラス」「3：課長クラス」「4：次長クラス」「5：部長クラス」「6：本部長（事

業部長）クラス」「7：役員クラス」「8：その他」 
13「1：収入無し」「2：300万円未満」「3：300～400万円未満」「4：400～500万円未満」「19：1,900～2,000万円未

満」「20：2,000万円以上」 
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第３節 実証分析Ⅰ：各世代における経団連の数学

を重視する見解への意見 

第１項 分析の概要 
実証分析Ⅰでは、「仮説Ⅰ：若い世代の方が、より『今の時代において数学が必要であ

る』と感じている。」を検証するために、「経団連の数学を重視する見解への意見」につ

いて 20 代、30 代、40 代の回答に差が生じるのかを分析する。 

 

第２項 利用する変数 
この分析では、以下の２つのデータを利用する。 

・年代（8階層） 

・経団連の数学を重視する見解への意見（5階層） 

 

 「年代（8階層）」については、回答者を 20 代、30 代、40 代に分けて分析を行う。 

 

「経団連の数学を重視する見解への意見」14については、以下の 5項目のうち当てはまる

ものを回答してもらった。 

① その通りだと思う 

② おおむねその通りだと思う 

③ あまりそうは思わない 

④ そうは思わない 

⑤ わからない 

 今回の分析では、経団連の数学を重視する見解に対する賛成や反対の度合いを調査する

ため、「⑤ わからない」と回答したものは分析から除外し、データは４階層の回答として

扱う。 

 

第３項 推定結果 
 図 5 は、「経団連の数学を重視する見解への意見」に対する４階層の回答について、上

述したように「20代」「30代」「40代」に分けて示したものだ。全ての年代において「お

おむねその通りだと思う」という回答が最も多くなっている。また、「その通りだと思う」

という回答は、20代が最も少なく、30代・40代は同じような割合であるように思われる。 

そこで、年代を「20代」と「30代・40代」の2つに分類し、改めて割合を示したのが図

6 だ。これを見ると、「その通りだと思う」「おおむねその通りだと思う」という肯定的

な回答は「30 代・40 代」の方が多く、「あまりそうは思わない」「そうは思わない」とい

う否定的な回答は「20 代」の方が多くなっていることが分かる。 

 

 
14 質問内容：「経団連の『今後の採用と大学教育に関する提案』（2018年12月）では、Society 5.0時代の人材には、

「ビッグデータや AI などを使いこなすために情報科学や数学・統計の基礎知識も必要不可欠」とし、また、大学入試

においては、原則として、文系でも数学を課すべきと提案しています。あなたは、この見解について、どのように思い

ますか。」 
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（筆者作成） 

図 5 「20 代」「30 代」「40 代」の経団連の数学を重視する見解への意見 

 

 
（筆者作成） 

図 6 「20 代」「30 代・40 代」の経団連の数学を重視する見解への意見 
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そこで、このように「20 代」と「30 代・40 代」の回答に生じている差について、「そ

の通りだと思う」を４、「おおむねその通りだと思う」を３、「あまりそうは思わない」

を２、「そうは思わない」を１というように得点化し、２つの分類の中央値の差について、

有意性があるのか検証した。このとき、用いたデータが、対応のない２群間における正規

分布に従うかどうかが不明な順序尺度であることから、マンホイットニーの U 検定を実施

した。帰無仮説と対立仮説については以下のように設定した。 

 

帰無仮説：「20 代」「30 代・40 代」の分類によって、経団連の数学を重視する見解

への意見に違いは生じない。 

 

対立仮説：「20 代」「30 代・40 代」の分類によって、経団連の数学を重視する見解

への意見に違いが生じる。 

 

 検定の結果、有意確率は 0.026 となり、有意水準 5%で有意な結果となった。そのため、

帰無仮説が棄却され、「対立仮説：『20 代』『30 代・40 代』の分類によって、経団連の

数学を重視する見解への意見に違いが生じる。」が採用された。 

従って、本節では「仮説Ⅰ：若い世代の方が、より『今の時代において数学が必要であ

る』と感じている。」は立証できず、むしろより若い世代である 20 代の方が数学の必要性

を感じられていないという結果が明らかになった。 
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第４節 実証分析Ⅱ：大学受験における数学利用の

有無と現在の数学力の自己評価 

第１項 分析の概要 
実証分析Ⅱでは、「仮説Ⅱ：大学受験において数学を利用したかどうかによって、将来

の業務における必要性を鑑みた時の現在の数学力の自己評価に差が生じる。」を検証する

ために、「現在の数学力の自己評価」について、大学入試において数学を利用した者と利

用していない者に分け、その回答に差が生じるのかを分析する。 

 

第２項 利用する変数 
 この分析では、以下の 2つのデータを利用する。 

・大学入学の際の受験科目における数学の有無（4 階層） 

・現在の数学力の自己評価（5階層） 

 

「大学入試の受験科目における数学の有無」について、回答者には以下の４項目のう

ち、当てはまるものを回答してもらった。 

① 受験したすべての大学で、受験科目に「数学」はなかった（選択科目に「数学」が

あったが、あなたが選択しなかった場合を含む） 

② 一部または全部の大学で、受験科目に「数学」があった 

③ 大学入試は受験していない（推薦、付属高校からの入学など） 

④ その他15 

そして、この 4 つの回答項目のうち、②④と回答した者を「数学を受験した者」、①③

と回答した者を「数学を受験しなかった者」に分類した。 

 

「現在の数学力の自己評価」16については以下の 5項目のうち、当てはまるものを回答し

てもらった。 

① 十分だと思う 

② 不十分であり、大学レベルの再学習が必要だと思う 

③ 不十分であり、高校レベルの再学習が必要だと思う 

④ 不十分であり、義務教育レベルの再学習が必要だと思う 

⑤ その他 

 「その他」と回答した 2 件については、その内容について自由記述を求めた。その内容

は「特に必要ない」「不十分ではあるが、なんとかなると思っている。」というものであ

ったため、この 2件は今回の分析からは除外した。 

 

 

 

 

 
15「④その他」と回答した 1 件に対して自由記述を求めたところ、「あった」と回答していたため、「数学を受験した

者」として扱う。 
16 質問内容：「あなたは、将来の業務での必要性を勘案した場合、現在のご自身の数学力をどう評価されますか。」 
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第３項 推定結果 
 図 7 は、「現在の数学力の自己評価」に対する 4 階層の回答について、上述したように

「数学を受験した者」と「数学を受験しなかった者」とに分けて示したものだ。このよう

に、「十分である」と回答した者の割合は、数学を受験した者の方が高くなっている。

「不十分である」と回答した者については、「大学レベルの再学習が必要」と回答した者

の割合は数学を受験した者の方が高く、「高校レベルの再学習が必要」「義務教育レベル

の再学習が必要」は数学を受験しなかった者の方が高くなっている。 

 

 
（筆者作成） 

図 7 大学受験における数学利用の有無と現在の数学力 

 

 この 4 階層について、「十分」を４、「大学レベルの再学習が必要」を３、「高校レベ

ルの再学習が必要」を２、「義務教育レベルの再学習が必要」を１というように得点化し、

4 階層の順序尺度と捉えた。そして、数学受験の有無という 2 つの分類の間の中央値の差

について、用いたデータが対応のない 2 群間における、正規分布に従うかどうかが不明な

順序尺度であることから、マンホイットニーの U 検定を実施した。このとき、帰無仮説と

対立仮説については以下のように設定した。 

 

帰無仮説：大学受験において数学を利用したかどうかによって、将来の業務における

必要性を鑑みた時の現在の数学力の自己評価に差は生じない。 

 

対立仮説：大学受験において数学を利用したかどうかによって、将来の業務における

必要性を鑑みた時の現在の数学力の自己評価に差が生じる。 
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検定の結果、有意確率は 0.001以下となり、有意水準１%で有意な結果となった。そのた

め、ここでは帰無仮説が棄却され、「対立仮説：大学受験において数学を利用したかどう

かによって、将来の業務における必要性を鑑みた時の数学力の自己評価に差が生じる。」

が採用された。 

従って、本節における「仮説Ⅱ：大学受験において数学を利用したかどうかによって、

将来の業務における必要性を鑑みた時の現在の数学力の自己評価に差が生じる。」は、大

学受験において数学を利用した人の方が、現在の数学力も高くなるという形で支持される

結果となった。 
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第５節 実証分析Ⅲ：大学受験における数学利用の

有無と現在の所得・昇進 

第１項 分析の概要 
実証分析Ⅲでは、「仮説Ⅲ：大学受験において数学を利用したかどうかによって、現在

の所得や昇進の度合いに差が生じる。」を検証するために、「所得」「昇進」について、

大学入試において数学を受験した者と受験していない者に分け、差が生じるのかを分析す

る。 

 

第２項 利用する変数 
この分析では、以下の 4つのデータを利用する。 

・年代（8階層） 

・大学入学の際の受験科目における数学の有無（４階層） 

・役職（8階層） 

・年収（20階層） 

 

「大学入学の際の受験科目における数学の有無」については第４節と同じく、4 階層の

回答を「数学を受験した者」と「数学を受験しなかった者」に分類した。 

 

「役職」については「一般社員」から「役員クラス」、そして「その他」の 8 項目のう

ち、当てはまるものを回答してもらった。今回の調査では「その他」を選んだ回答はなか

ったため、「一般社員」から「役員クラス」までの 7 階層を用いて分析を行った。「所

得」については、2021 年の年収について 20 段階のうち当てはまるものを回答してもらっ

た。 

 

ここで、この分析を行うにあたり、「数学を受験した者」と「数学を受験しなかった

者」の差の比較を 20 代、30 代、40 代に分けて分析した。このように年代に分けて分析を

行った理由は、労務行政研究所（2010）によると、大学新卒入学者の標準的な昇進は、20

代ではほとんどなく、係長クラスで 30歳前半、課長クラスで 30 代後半、部長クラスで 40

代後半というように、年代によって大きな影響を受けるためである。同年代の中での昇進

の度合いや所得の差を測ることで、受験における数学利用の与える影響をより正確に測る

ことを目的とする。 

 

第３項 「昇進の度合い」推定結果 
「昇進の度合い」について各段階を回答した割合を年代ごと、数学受験の有無に分けて

表したのが、以下の図 8、図 9、図 10 だ。これを見ると、年代が上がるにつれて、数学受

験の有無の間で昇進の度合いに差が現れてくるように思われる。 
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（筆者作成） 

図 8 20 代の受験における数学利用の有無と昇進の度合い 

 

 
（筆者作成） 

図 9 30 代の受験における数学利用の有無と昇進の度合い 
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図 10 40 代の受験における数学利用の有無と昇進の度合い 

（筆者作成） 

 

この 7 階層について、「役員クラス」を７、「本部長クラス」を６、「部長クラス」を

５、「次長クラス」を４、「課長クラス」を３、「係長・主任クラス」を２、「一般社

員」を１というように得点化し、7階層の順序尺度と捉えた。そして、20 代、30 代、40 代

のそれぞれにおいて、数学受験の有無という２つの分類の中央値の差について有意性を確

認した。このとき、用いたデータが対応のない 2 群間における、正規分布に従わない順序

尺度であることから、マンホイットニーの U 検定を実施した。帰無仮説と対立仮説につい

ては以下のように設定した。 

 

帰無仮説：大学受験において数学を利用したかどうかによって、現在の昇進の度合い

に差は生じない。 

 

対立仮説：大学受験において数学を利用したかどうかによって、現在の昇進の度合い

に差が生じる。 

 

検定の結果、有意確率は表 3のようになり、40 代のみが有意水準 5%で有意となった。そ

のため、ここでは 40 代のみにおいて帰無仮説が棄却され「対立仮説：大学受験において数

学を利用したかどうかによって、現在の昇進の度合いに差が生じる。」が採用された。 

このことから、20 代や 30 代では同期の間での昇進スピードに差はないものの、40 代に

なってから、大学受験において数学を利用したことの昇進への効果が現れることが明らか

になった。 
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表 3 年代ごとの数学受験の有無による「昇進の度合い」の差 

 
（筆者作成） 

 

第４項 「所得」推定結果 
 続いて、「所得」について各段階を回答した割合を年代ごと、数学受験の有無に分けて

示したのが、以下の図 11、図 12、図 13 だ。これを見ると、20 代、30 代では所得の分布に

大きな差はないものの、40 代は「数学受験あり」の方がより高い所得において分布してい

るように思われる。 

 

 
（筆者作成） 

図 11 20 代の受験における数学利用の有無と現在の所得 

 

有意確率

20代 0.839

30代 0.676

40代 0.024*

有意水準 *5％有意
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（筆者作成） 

図 12 30 代の受験における数学利用の有無と現在の所得 

 
（筆者作成） 

図 13 40 代の受験における数学利用の有無と現在の所得 
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この 20階層のそれぞれについて、「収入なし」を０、「300万円未満」を 150、「300〜

400万円未満」を 350、「400〜500万円未満」を 450、「500〜600万円未満」を 550、そし

て「2,000万円以上」を 2,000というように得点化した。そして、20 代、30 代、40 代それ

ぞれにおいて、数学受験の有無という 2 つの分類の中央値の差について、マンホイットニ

ーの U検定を行った。このとき、帰無仮説と対立仮説については以下のように設定した。 

 

帰無仮説：大学受験において数学を利用したかどうかによって、現在の所得に差は生

じない。 

 

対立仮説：大学受験において数学を利用したかどうかによって、現在の所得に差が生

じる。 

 

検定の結果、有意確率は表 4 のようになり、「昇進の度合い」と同じく、40 代のみが有

意水準 5%で有意となった。そのため、ここでは 40 代のみにおいて帰無仮説が棄却され、

「対立仮説：大学受験において数学を利用したかどうかによって、現在の所得に差は生じ

る。」が採用された。 

このことから「昇進の度合い」の結果と合わせて考えると、大学入試において数学を受

験すると、40 代になって同期間での昇進スピードに差が生じるようになった際に、より早

く昇進し、より多くの所得を得ることが可能となると考えられる。なお、分析対象を最終

学歴において「大学・大学院（私立文系）」に絞って行った場合でも、40 代のみにおいて

受験における数学利用の有無が有意な差として現れ、大学が国公立群に属するのか私立群

に属するのかは関係なく、数学利用の効果が現れることが判明した。 

 

表 4 年代ごとの数学受験の有無による所得の差の検定 

 
（筆者作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

有意確率

20代 0.364

30代 0.541

40代 0.013*

有意水準 *5％有意
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第６節 アンケート分析の考察とまとめ 
 ここまで、以下の 3 つの仮説について分析を行った。その結果、仮説Ⅰは支持されず、

仮説Ⅱ、仮説Ⅲ（40 代のみ）は立証された。 

 

仮説Ⅰ：若い世代の方が、より「今の時代において数学が必要である」と感じている。 

仮説Ⅱ：大学受験において数学を利用したかどうかによって、将来の業務における必要

性を鑑みた時の現在の数学力の自己評価に差が生じる。 

仮説Ⅲ：大学受験において数学を利用したかどうかによって、現在の所得や昇進の度合

いに差が生じる。 

 

仮説Ⅲの結果より、受験において数学を利用することは、所得や昇進の度合いに良い影

響を与えることが明らかになった。その背景には、仮説Ⅱより、受験において数学を利用

することで、学卒後も数学力が維持されるという要因があると考えられる。しかしながら、

仮説Ⅰは立証できず、むしろ若い世代は実際の社会における数学の必要性や重要性を理解

できておらず、年齢が上がるにつれてその必要性を感じるようになることが判明した。 

 このことから、社会の変化に対応した数学人材育成のためには、大学受験において数学

を導入することで、学卒後の個人の数学力の向上を図る必要があることが分かった。また

その副次的な効果として、個人の所得や昇進の度合いを高めると言える。さらに、年齢を

重ねて様々な仕事に立ち向かう中で徐々に数学の必要性を認識していく社会人に対しても、

数学の学び直しの機会を提供していかなければならないことが明らかになった。 
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第４章 大学入試における数学の有無

が競争率に与える影響 
  第 4章では、大学入試科目において、数学が必須式であるのか、選択式17であるのかとい

うことと志望者数との関連性を、過去の競争率から調査し、入試における数学のあり方に

ついて考察する。 

第１節 数学選択方式化の事例 
はじめに本節では、受験科目における数学が、必須方式から選択方式に変化した大学学

部の事例について述べる。ここでは、慶應大学経済学部、慶應大学商学部、同志社大学商

学部の 3 つの事例を取り上げる。また本節では、旺文社発行の『螢雪時代』の、「早稲田

大学・慶應大学・同志社大学」の 3 大学の「経済学部18・商学部」における、1983 年から

1994 年までの受験者数、募集人数のデータを用いた。以上の 3 大学を利用する理由として

は、1983 年から 1994 年において、慶應大学と同志社大学は入試形態に変化があったため

である。また、早稲田大学を用いた理由としては、同志社大学と慶應大学の変化を相対化

するためである。ここでは「受験者数/募集人数」19で倍率を計算し、その変化を確認す

る。  

 

第１項 1983 年から 1994 年における経済学部の変化 
 はじめに慶應大学経済学部において 1991年に実施された、入試科目における数学の選択

方式化の事例を取り上げる。 

図 14は、1983年から 1994年における慶應大学、早稲田大学、同志社大学の経済学部の

倍率の推移を示したものである。慶應大学経済学部は、1991 年から入試方式が変化してい

る。具体的には、1990年までは「数学・外国語・小論文」が入試科目であったが、1991年

以降は、A方式と B方式の 2つの形式に変更となった。A方式は「社会・数学・外国語」、

B方式は「社会・外国語」である。 

入試科目が変化した 1991年における 3大学の倍率を比較すると、入試科目に数学が含ま

れている A 方式の倍率は以前と同程度であるのに対し、入試科目に数学が含まれていない

B 方式の倍率は以前よりはるかに高くなっていることが分かる。つまり、同じ慶應大学経

済学部の入試の中でも、より多くの受験生が、数学が含まれていない B 方式を選択したと

いうことだ。この慶應大学経済学部 B 方式の倍率の急激な上昇は、他 2 大学経済学部の推

移と比較しても、非常に顕著なものであると言える。また、翌年の B 方式の倍率は低下し

ているが、これは前年度の 2 倍以上の倍率の上昇を危惧した学生が受験を避けたためだと

考えられる。その後の 1993年、1994年の B方式の倍率も低下し、A方式とほぼ同程度とな

 
17 現在の慶應大学のように、願書提出の時点で数学がある入試方式か数学がない入試方式かを選ぶ場合と、現在の早稲

田大学・同志社大学のように、受験会場で数学か社会のどちらかを選ぶ場合の２つを指す。 
18 早稲田大学のみ、政治経済学部を指す。 
19 募集人数の記載がない場合は、定員の値を用いる。また、定員の記載もない場合は、前年の値を用いる。この値によ

る倍率の変化はないものとする。 
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ってはいるものの、受験方式が切り替わった年度の入試においてはやはり数学が含まれな

い入試方式を選ぶ学生が多かった。 

 

 
出所：旺文社「螢雪時代 入試マルチデータ」（1983～1994）より筆者作成 

図 14 3大学経済学部の入試倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ISFJ2022 最終論文 
 

35 
 

第２項 1983 年から 1994 年における商学部の変化 
2 つ目に、同志社大学商学部において 1986 年に実施された、入試科目における数学の選

択方式化の事例と、慶應大学商学部において 1988年に実施された、入試科目における数学

の選択方式化の事例の 2つを取り上げる。 

図 15は、1983年から 1994年の間における慶應大学、早稲田大学、同志社大学の商学部

の倍率の推移を表している 

初めに、同志社大学商学部において 1986年に実施された、入試科目における数学の選

択方式化の事例を取り上げる。同志社大学は、1985年まで「国語・社会・数学・外国語」

の 4教科入試であったのに対し、1986年以降は、「国語・外国語・社会または数学」の 3

教科入試となっている。 

図中の 1986年における 3つ大学の倍率を比較して分かる通り、同志社大学商学部の倍率

は前年度から約 1.7 倍上昇している。同年の早稲田大学、慶應大学の倍率の変化と比較し

ても、同志社大学の倍率の上昇は顕著であったと言える。 

 

次に、慶應大学の例を取り上げる。慶應大学商学部の入試科目は、1987 年以前は「社

会・数学・外国語」の 3教科であったのに対し、1988年以降は A 方式と B方式に変更され

た。A方式は「社会・数学・外国語」の 3教科、B方式は「社会・外国語・小論文」の 3教

科である。 

図中の 1988年における 3つの大学の倍率を比較して分かる通り、入試に数学が含まれな

い B方式は、A方式の 3倍近い倍率となっている。また、同年の早稲田大学商学部、同志社

大学商学部の倍率の変化と比較しても、数学が含まれていない慶應大学商学部 B 方式の入

試倍率の変化は非常に顕著であったと言える。 
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出所：旺文社「螢雪時代 入試マルチデータ」（1983～1994）より筆者作成 

図 15 3大学商学部の入試倍率の変化 

 

以上の 3 つの事例により、入試科目で数学が必須式から選択式または方式を選べるよう

に変化した場合、受験者数は増加することが確認できた。  

 

第２節 数学必須方式化の事例 
続いて、入試科目に数学が追加された例を見ていく。本節では、2018 年から 2022 年に

おける早稲田大学政治経済学部と法学部の倍率を用いる。早稲田大学政治経済学部は、

2021年入試から「数学Ⅰ・数学 A」の受験が必須になった。 

図 16は、2018年から 2022 年における早稲田大学政治経済学部と早稲田大学法学部の一

般選抜の倍率の推移を表している。この図から、早稲田大学政治経済学部の倍率は、入試

における数学が必須化された 2021年の倍率は、前年度から減少していることが分かる。ま

た、同大学法学部の倍率と比較しても、経済学部の倍率の低下は顕著であった。このこと

から、大学入試において数学が必須化されると倍率が低下し、その大学を受験する学生が

減少することが明らかになった。 

この改革については、2021 年の日経クロストレンドのインタビューにおいて、早稲田大

学政治経済学術院長政治経済学部長教授の齋藤純一氏は、数学Ⅰ・数学 A レベルの内容は

入学後も必要であるため、入試科目として数学が必須になったとの意見を示している。  
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出所：早稲田大学入学センター「過去の入試データ」より筆者作成 

図 16 早稲田大学政治経済学部の倍率の推移 
 

第３節 大学入試における数学のあり方についての

考察 
ここまで、数学が受験生に与える影響について分析してきたが、受験者数の増減に影響

を与える要因としては、数学以外の要因も考えられる。しかしながら、以上の事例から、

数学が受験者の大学選択に与える影響が大きいことは間違いない。従って、文系学部を受

験する学生は、数学の受験を避ける傾向にあり、数学を入試科目として必須化にすると受

験者数は減少することが明らかとなった。  

また、多くの大学は数学を入試に導入する際、急激に志望者数が減少することを考慮し、

数学の有無という分け方でA方式、B方式という2つの形態を採用している。これは経営上

の戦略が要因として考えられる。一方で、早稲田大学の政治経済学部は、2021 年の偏差値

が上昇した。その原因として、一般選抜で「数学Ⅰ・数学 A」を必須科目にしたことで、

国立大学と併願するような学力上位層の受験が増えたからではないかと考えられている。 

このように、早稲田大学政治経済学部の入試における数学必須化は、偏差値だけを見る

と良い結果となったと言える。しかし、入試において数学を必須化するうえで、倍率の減

少は避けられないものであり、他の私立大学文系学部では数学の必要性を認識していたと

しても、受験者数の減少を恐れて必須化に踏み込むことが難しいのではないかと予測され

る。 
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第５章 政策提言 
 以上の分析を踏まえ、本稿では２つの政策を提言する。 

第１節 政策提言の方向性 
【政策提言Ⅰ】大学入学における数学資格の取得 

第３章のアンケート分析により、大学受験において数学を利用することは、将来にかけ

て数学力を維持し、昇進や所得の度合いを高める効果があることが分かった。しかしなが

ら、第４章における考察結果から、現在数学を受験に課していない私立大学の文系学部が、

各大学個別の判断で数学の必須化を行っていくことは受験者数の減少につながるため、困

難であると推察される。とはいえ、現状で示したように、変化する社会においては「数学」

の素養を身に付けていることが非常に重要である。従って、大学入試においては、個々の

大学が個別に数学を導入していくのではなく、すべての大学が一気に数学の導入に踏み込

む必要がある。 

また、このような大学入試における数学の導入について考えたとき、点数を競わせるよ

うな試験を導入してしまうと、数学が苦手な学生にとって大きなハンデとなってしまい、

学生側から非常に大きな反発を受けることが予想される。また、点数を競うような方法で

は、これまで各大学が趣向を凝らして考えてきた入試科目の特色が失われてしまい、受験

生や入学者が画一化されてしまうということも懸念される。そこで本稿においては、これ

までの試験のように、より高い点数をとる必要がある「数学試験」を提案するのではなく、

大学に入学する生徒は「数学資格」さえもっていれば、大学入学の条件を満たすというよ

うな方向性で政策を提言する。この「数学資格」の取得を大学の入学条件にする政策にお

いては、高校在学途中に、数学学習を完全に放棄してしまうという学生を減らすことも期

待している。 

 

【政策提言Ⅱ】資格との連携による数学学び直しポータルサイトの活発化 

また、問題意識では、現在の社会人の中には、高校や大学で数学を十分学ぶことがなか

った者も数多いことを予想していた。そこで、第 3 章の分析で用いたアンケートの質問で

ある「将来の業務での必要性を勘案した際の現在の数学力」の結果について、再度ここで

確認していく。調査結果を第 3 章のように数学受験の有無で分類するのではなく、全ての

文系出身社会人の結果としてまとめたところ、図 17の通り、60％近くの文系出身社会人が

数学の再学習、つまり数学についての学び直しを必要としていることが判明した。また、

第 3 章第 3 節の分析から、社会人は年齢を重ねるにつれて、実際の業務における数学の必

要性を感じるようになることが明らかとなったため、気軽に学び直しができる機会を用意

しておくことが必要だ。 
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（筆者作成） 

図 17 文系出身社会人の「将来の業務での必要性を勘案した際の現在の数学力」 

に関する自己評価 

 

そこで、本稿における政策の 2 つ目では、以上のような社会人に対して数学を学び直す

機会の提供を目指す。そのために、現在既に政府が提供している「マナビ DX」や「マナパ

ス」といった学び直しのポータルサイトを活用する。政策においては、これらのサイトに

掲載されている講義の受講と、数学に関する資格の取得を連携させる。ここでは、数学に

関する資格を取得することは自身のキャリアに良い影響を与えるということを同時に示し

ておくことで、社会人に学び直しのインセンティブを与えることを目指す。 

 

第２節 政策提言Ⅰ：大学入学における数学資格の

取得 
〈提言対象〉 

 大学進学をする者 

〈提言先〉 

文部科学省 

 

〈内容〉 

（１）概要 

大学入試を受ける全ての人がこの資格を取得する。資格取得の対象は大学に進学する者

で、生徒はこの資格を取得後、大学に出願できる。AO 入試や指定校推薦の出願時もこの資

格を取得する必要がある。その他、大学の附属高等学校に在籍する生徒についても、内部

進学する際にこの資格を取得する必要があるものとする。 
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数学力の確認を、試験ではなく資格の取得で行うことで、数学における一定以上の学力

水準を確保することができ、今後より多くの大学で導入が進むと予測される「数理・デー

タサイエンス・AI 教育プログラム（リテラシーレベル・応用基礎レベル）」など、大学に

おける数学やデータサイエンスの授業にもスムーズに入ることができる。 

また、受験可能期間は高校 3 年次中とすることで、数学の継続的な学習を期待する。試

験については、学生や社会人が自身の英語力を証明するための資格として現在既に一般化

している TOEIC 試験と同様なものを想定しており、月に 1 度行われ、合格するまで何度も

受けることができるとする。運営は独立行政法人大学入試センターが行う。 

 

（２）具体的なテスト内容の例 

 数学資格における試験範囲は、「数Ⅰ・数Ⅱ・数 A・数 B」とする。具体的な単元として

は文部科学省が定める高等学校学習指導要領数学編を基に決定する。数学Ⅰは、「数と式、

図形と計量、二次関数、データの分析」を範囲とする。数Ⅱは、「いろいろな式、指数関

数・対数関数、三角関数、微分・積分」を範囲とする。数 A は、「場合の数、整数の性質、

図形の性質」を範囲とする。そして、数 B は、「確率的布と統計的な推測、数列、ベクト

ル」の内 3 単元から 2 単元を履修することが決められており、多くの高等学校で数列とベ

クトルが履修されていることから、「数列、ベクトル」を範囲とする。 

 「数学資格の取得」では点数による優劣の決定ではなく、数学における一定以上の学力

水準を確保することを意図しているため、難易度としては高校数学の基礎問題とする。具

体的には、以下図 18のような問題を想定している。 

 

 
（筆者作成） 

図 18 資格試験の問題例 

 

 

方程式

次の２次方程式を解け。

対数

次の四角に当てはまる数字を答えよ。

□

指数

次の四角に当てはまる数字を答えよ。

▭

微分

次の式を微分せよ。
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第３節 政策提言Ⅱ：資格との連携による数学学び

直しポータルサイトの活発化 

〈提言対象〉 

社会人 

〈提言先〉 

文部科学省、厚生労働省 

 

〈内容〉 

（１）政府が行なっている施策 

 デジタル化時代における社会人の学び直しについて提言するにあたり、既に政府が行っ

ている学び直しに関する施策について確認しておく。厚生労働省（2022a）では、デジタ

ルトランスフォーメーション（DX）の加速化など、企業・労働者を取り巻く環境の変化に

対して、労働者の学び・学び直しの必要性が述べられている。そして、労使が取り組むべ

き事項として、学び・学び直しに関する基本認識の共有や機会の確保などの６つが求めら

れている。これらの事項に対応するようにして、政府は様々な支援策を提供している。具

体的な支援策としては、デジタルスキルを学ぶことができるオンデマンドコンテンツを多

く掲載した「マナビ DX」や、社会人の大学等での学びを応援するサイトである「マナパス」

などが存在する。 

 

（２）概要 

 上述したように、政府は既に学び直しのための施策としてオンデマンド学習コンテンツ

を掲載したポータルサイトを作成している。しかしながら、そのようなサイトの認知度が

十分であるかは疑問である。そこで、第 3 節の中で用いたアンケート調査の中では、ポー

タルサイトの認知度についても調査した20。その結果、以下図 19 から分かるように、政府

が提供する学び直しコンテンツの存在を知らない文系学部出身社会人は 7 割以上と非常に

多い。そのため本政策では、新たなコンテンツを考案するのではなく、文部科学省や経済

産業省などが構築してきた既存のコンテンツの認知度を高め、普及させていくことを目的

とする。 

 

 
20 質問内容：「政府は、デジタル時代に対応して、社会人が業務上で必要とされる新しい知識やスキルを学ぶリスキリ

ング（職業能力の再開発、再教育）が重要としています。そして、そのための学習コンテンツの情報提供として「マナ

ビ DX」や「マナパス」のようなポータルサイトを展開しています。あなたはこれらのサイトを使ったことがあります

か。」 



ISFJ2022 最終論文 
 

42 
 

 
（筆者作成） 

図 19 学び直しポータルサイト「マナビ DX」「マナパス」の認知度 

 

また、ここでは対象を社会人としている。先ほどの大学進学者とは別に、社会人として

働く中で数学を学び直したいという思いを抱いた人々や、資格取得による昇進などのイン

センティブを魅力に感じた人がこの政策を活用し、社会全体での数学能力の向上に繋げた

いと考える。ここで、数学の必要性を認識している社会人、つまりこの政策における需要

がどれほどあるのかという部分についても確認しておく。ここでも、第３節で行ったアン

ケート分析の結果を、視点を変えて用いる。以下図 20にあるように、経団連の数学を重視

する見解に対する意見について、数学受験の有無で分けて見るのではなく文系学部出身者

全体として見てみると、肯定的な意見が 7 割以上であった。従って、社会人が数学の学び

直しへの需要は一定以上あると考えた。 
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（筆者作成） 

図 20 経団連の数学を重視する見解への意見21 

 

（３）具体的な普及方法 

 具体的な普及方法としては、政府が提供する「マナパス」、「マナビ DX」といったポー

タルサイトを、公益財団法人日本数学検定協会が認定している「データサイエンス数学ス

トラテジスト」という資格の公式教材とする。DX 化が進む現在の社会において、「データ

サイエンス数学ストラテジスト」という資格は、人々の現在の仕事における幅をより広げ

ることができると考えられる。また、資格をもっていることで、収入などの経済的側面に

おいてもより多くの恩恵を得るようになることが期待できる。そうしたインセンティブを

生み出すことのできる「データサイエンス数学ストラテジスト」という資格を「マナパ

ス」、「マナビ DX」を活用することで取得することができるようになれば、数学の必要性

に対して肯定的な社会人は、より主体的に「マナパス」、「マナビ DX」といったポータル

サイトに着目する。そして、こうしたポータルサイトに掲載されているコンテンツの活用

が活発化すると考えた。最終的には、多くの社会人がこのような学習方法を生活に取り入

れていき、一人ひとりの数学力が向上し、働く中でより活躍していくことを期待している。 

 

 

 
21 質問内容：「経団連の『今後の採用と大学教育に関する提案』（2018年12月）では、Society 5.0時代の人材には、

「ビッグデータや AI などを使いこなすために情報科学や数学・統計の基礎知識も必要不可欠」とし、また、大学入試

においては、原則として、文系でも数学を課すべきと提案しています。あなたは、この見解について、どのように思い

ますか。」 
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第 4 節 政策提言まとめ 
 大学入試制度における数学科目のあり方を再考することで、大学進学者の数学力を底上

げし、一人ひとりがより活躍できる機会を提供するという本稿の問題意識に対し、本章第

2 節では「政策提言Ⅰ：大学入学における数学資格の取得」を提言した。また、高校大学

等で十分な数学学習ができなかった社会人が働く中で数学の必要性を感じた際の、学び直

しの機会の提供のために第 3 節では「政策提言Ⅱ：資格との連携による数学学び直しポー

タルサイトの活発化」を提言した。 

 この 2 つの政策によって、数学の必要性が高まる中で、これから社会に輩出される大学

進学者や既に社会に出て働いている社会人が、適切な数学力を身につけ、一人ひとりがこ

のような社会で活躍することを期待する。 

 

 
（筆者作成） 

図 21 政策提言まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策提言Ⅰ

大学入学時における
数学資格の取得

政策提言Ⅱ

学び直しポータルサイトと
数学資格の接続

全ての生徒の
数学力の底上げ

数学学び直しの活発化

数学の必要性が高まる社会における
個人の活躍

〈大学進学者〉 〈社会人〉
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おわりに 
 本稿では、変化する社会において必要性が増している「数学教育」について、義務教育

終了以降の数学力が不十分であるという現状を問題視した。そして、大学受験において数

学を利用することがその後の数学力高め、所得や昇進といったキャリア形成にも良い影響

を与えると予測し、分析を行った。その結果、やはり受験における数学の利用は上述した

ような良い影響を与えるものであることが判明した。また、文系学部出身の社会人につい

ては、現在の自身の数学力を不十分と考える割合が高く、数学学び直しについて肯定的な

考えをもつ者の割合が高かった。 

 そこで、政策提言では大学進学者に対する「大学入学における数学資格の取得」と社会

人に対する「資格との連携による数学学び直しポータルサイトの活発化」の 2 つを立案し

た。 

 しかしながら本稿の限界として、大学進学者以外の、例えば高卒者に対する効果が見込

みにくい点や、政策導入期・実施初期は「数学嫌い」の学生による反発が大きくなってし

まうという点などが挙げられる。どちらの限界についても、義務教育期間に数学の必要性

を感じられるような機会を設けることが有効ではあると考えるが、教育の中身について触

れるのは非常に高度なことであるため、今後の課題としたい。 

 本稿の執筆に当たっては、数学への造詣が深い大学教授の方々や、社会人のための数学

塾を経営する企業の方、ベンチャー企業関係、教育サービス関係の社会人の方などから非

常に有益なコメントを頂戴した。ここに記して感謝の意を表したい。 

 今後は、より一層「数学」の必要性が増した社会が到来することが予想されるが、本研

究が数学を身に付けることの重要性を社会に訴え、多くの学生・社会人がより早くその必

要性を感じて行動に移すことで、様々な場面で活躍する機会を得ることを願う。 
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